
１　被保険者の状況

（単位：世帯、人）

２　年齢別加入状況 （単位：人）

３　保険給付費等交付金の内訳 （単位：円）

160 203 242 283 319 269

55歳～59歳 60歳～64歳

545 695 580 572

40歳～44歳

1,897

特別調整交付金分（市町村分）

災 害 等

特定健康診査等負担金

介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数

25歳～29歳 30歳～34歳10歳～14歳

元年度
末現在

0歳～4歳 15歳～19歳 20歳～24歳

45歳～49歳 50歳～54歳

元年度

10,588被 保 険 者 数

事 業 評 価 分

5歳～9歳

保 険 給 付 費 等 交 付 金

特 別 交 付 金

保 険 者 努 力 支 援 分

87,653,000

19,666,000

府 繰 入 金 （ ２ 号 分 ）

普 通 交 付 金

6,958

元年度末現在

10,588

35歳～39歳

401

3,225

3,220

国 民 健 康 保 険 事 業 （医 療 保 険 課）

世 帯 数

9,842,000

37,869,000

0

20,276,000

859

合計

33,307,000

343

4,562,000

70歳～74歳65歳～69歳

事 業 実 施 分

4,049,086,000

3,961,433,000
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(1) 保険者努力支援分

(1)特定健診受診率 全国自治体の上位５割以内等

(2)特定保健指導実施率 全国自治体の上位５割以内等

(3)メタボ該当者・予備群の減少率 全国自治体の上位５割以内等

(1)がん検診受診率 全国自治体の上位５割以内等

(2)歯周疾患（病）検診 実施の有無

重症化予防の取組 実施の有無とその内容

(1)個人へのインセンティブ提供 健康ポイントの実施の有無等

(2)個人への分かりやすい情報提供 実施の有無とその内容

重複服薬者に対する取組 実施の有無

(1)後発医薬品の促進の取組 実施の有無とその内容

(2)後発医薬品の使用割合 全国自治体の上位３割以内等

収納率向上 全国自治体の上位５割以内等

データヘルス計画の策定 策定の有無とその取組内容

医療費通知の取組 実施の有無とその内容

地域包括ケアの推進 実施の有無とその内容

第三者求償の取組 実施の有無とその内容

適正かつ健全な事業運営の実施状況 収納率向上、レセプト点検等

基礎点

(2)府繰入金（２号分）事業評価分

経営評価 保険者としての取組内容等

レセプト点検 点検効果率が前年度以上等

医療費通知 医療費通知所要経費

保険料収納率 96％以上、前年度＋1％以上等

精神通院 精神結核付加金所要経費

保健指導実施率 府内自治体の上位３位以内

　

４　保険基盤安定繰入金 （単位：円、世帯、人）

令和元年10月20日現在

1,656 111

310 384 43

後期分 7,226 2,254 2,965 1,106 2,014 947

介護分 2,901 940 1,022 407 507

人数

医療分 7,226 842,254 2,965 2,014 947 1,656

軽減対象者数 世帯数
７割軽減 ５割軽減

1,106

世帯数 人数 世帯数

共

通

項

目
④

交 付 額

合計得点

③

④

⑤

⑥

国
保
固
有
指
標

体制構築加点

218,898,073 111,611,931合　　計

④

150,499,700

⑥

世帯数 人数

２割軽減 限度額
超過世帯

介 護 納 付 金 分

保険者支援分

後 期 高 齢 者 支 援 金 分

⑤

項　　　　目 条　件　等

①

保険料軽減分

医 療 分

保険基盤安定繰入金

51,982,780 26,229,715

77,648,754

0千円

659千円③

60

16,415,593 7,733,462

合　　計

⑤

⑥

交付額

33,307千円

13,780千円

50

23,889千円

920

11,500千円

1,368千円

6,000千円

①

②

100

50

60

35

50

50

30

25

100

50

0

0

25

100

627

50

配点

50

②

20

②

③

50

35

0

20

項　　　　目 条　件　等

25

①

100

20

5

70

得点

70

40 40

35

42

25

25

40
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１　保険料賦課状況

(1) 保険料率

(2)標準保険料率（京都府算定）

(3)保険料当初賦課の状況（令和元年６月１日）

合　計(１人当たり保険料) 1,293,821千円 (116,246円) 1,099,028千円 (98,745円)

賦課割合 45.6% 37.8% 16.6%

12,848

小　　計 590,064 489,576 214,180 590,064

39,893 35,472 17,702

356,708 152,256

介 護 分 2.99% 12,215円 6,298円

131,321円

（単位：千円）

　国民健康保険を運営するために必要な事務にかかる経費を支出した。

39,893 26,097

年度

元

医 療 分

後期高齢者支援金分 2.84%

33,701円 22,827円

所 得 割
被 保 険 者
均 等 割

336,126 147,366 414,128

（単位：％、円）

平等割

１総務費　１総務管理費　１一般管理費

１人当たり保険料
（保険料軽減前）

30,200円

年度

元

年度

① 国民健康保険事務管理費（医療保険課）

① 諸負担金（医療保険課）

19万円

　国民健康保険料の賦課徴収や滞納整理事務を行うため必要な経費を支出した。

21,600円

後期高齢者支援金分 136,042

所得割

7,200円

平等割

医 療 分 9.90%

所 得 割区　　分

414,128

医 療 分

区　　分

１総務費　２徴収費　１賦課徴収費

元

61万円

10,430円

7.8%

16万円

10,600円

6,100円介 護 分

2.6%後期高齢者支援金分

2.2% 16万円

区　　分
軽減前 軽減後

均等割

世 帯 別
平 等 割

9,489円 6,427円

所得割

賦 課 限 度 額世 帯 別
平 等 割

104,556

85,894

均等割

34,852

244,717

19万円

介 護 分

国 基 準

61万円

１総務費　１総務管理費　２連合会負担金

117,978 49,112 136,042

被 保 険 者
均 等 割

① 賦課徴収事務費（医療保険課）

　京都府国民健康保険団体連合会の運営経費及び近畿都市国民健康保険者協議会において国保事業運営

の諸問題を研究協議するための負担金を支出した。
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２　保険料収納状況

３　滞納処理状況

(1) 滞納世帯数

(2) 不納欠損の状況

(3)保険料の減免

(4) 短期証の発行状況

(5) 滞納処分等の状況

円

円

円

　　　国民健康保険事業の運営に関する協議会に係る経費を支出した。

協議会開催回数    ２回

18.65%
滞納繰越分

調 定 額 収 入 額

1,070,846,500 1,033,578,064 0 39,048,156

(3,151,800)

現年度分
(838,900) (1,779,720)

96.43%

178,228,566 32,652,566 16,318,770 129,262,260

計 1,249,075,066 1,066,230,630 16,318,770 168,310,416

(5,030)

収納率
（居所不明分） （還付未済額）

不納欠損額
（別　　掲）

収入未済額

1,520,293

2,650,316

10計

① 運営協議会費（医療保険課）

9 件

時効成立

人数

349

4,170,609件

(うち未交付)

平成31年４月～ 令和元年９月 214

保険料
収納額

交 付 要 求

不 動 産

件

10件12

年度 件数

件数

差 押 え

令和元年度
銀 行 口 座

914 件 0

26

件

0 件

年度

有効期間

350

元年度

294令和元年10月～翌年３月

595

188

16,318,770

（単位：件、円）

合計

（単位：円、％）

年度

7

そ の 他

件

884

金額

(87)(うち未交付)

元年度

元年度

世帯数

576

164

件

(85) (90)

件

5

2

１総務費　３運営協議会費　１運営協議会費

(78)

（単位：世帯、円）

10,387,414

滞納繰越分

事由

現年度分

（単位：世帯、人）

件

世帯数

減免額

件

（単位：世帯）
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入　　院

入 院 外

歯　　科

調　　剤

食事療養

訪問看護

食事療養

診 療 費

補 装 具

柔道整復

あんま・マッサージ

ハリ・キュウ

その他（移送費等）

高額療養費（現物給付分）

高額療養費（現金支給分）

高額介護合算療養費

医　 療 　分

後期高齢者支援金分

介護納付金分

※所得、人数のシェアは京都府全体に占める本市の割合、医療費指数は対全国平均の直近３年の平均

※納付金 ＝ 府納付金総額 ×（所得のシェア × 府所得係数β ＋ 人数のシェア）

                                                              × 年齢調整後の医療費指数 ± その他

※その他は、前期高齢者交付金等精算金、地方単独事業の減額調整分、激変緩和など

保険者負担額/１人 362,447 円

件 数

２保険給付費

319,308,245 0.02207 0.02028

116,905,007 0.02002

1,553,477,087

（単位：件、円）

費用額/１人

保 険 者 負 担 額

人数のシェア

合　　計

年齢調整後の医療費指数

0.02073

1,117,263,835 0.02202 0.02028

納付金の算定に使用された主な指数
納付金

1.07815

所得のシェア

18 193,163

※令和元年度国民健康保険事業状況報告書より

３国民健康保険事業費納付金

（単位：円）

3,949,942,6054,678,941,444

円405,630

18,285 12,798

4,699 453,930,716

3,259 36,033,806

4

262 2,853,650

10 65,720

253 9,820,090

31,236,659

112 1,563,841

39,938,598

合　　計

7,976

201,916

6,834,646 5,111,603

5,897 42,578,335

2,098,808

1,115,586

1,280,320,895

1,735,909,660 1,286,209,608

23,893 286,045,020 210,174,596

103,815

2,646

7,022,702

46,663,876

高額療養費 490,157,685

751,287,520 556,817,866

39,659,48171,479,707

762

189

54,238,170

療　養　費 63,668,847

4,615,272,597

6,727

187,213

56,097

1,716,312,520

区　　分

療養の給付

費 用 額

3,413,121,044
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５保健事業費　１保健事業費　１保健衛生普及費

① 保健衛生普及費（医療保険課・健康推進課）

１　健診補助（健康診断費用の７割補助）（医療保険課）

２ 医療費通知(医療保険課)

３ 後発医薬品差額通知(医療保険課)

４

　

５　健康増進法による健康診査（医療保険課・健康推進課）

3 人 114,100 円

7 人 185,770 円

57,460

117,200

175,590 円人

人

人

円

円

京都市立病院

洛西ニュータウン
病院

向日回生病院

6

4

2

人 間 ド ッ ク 脳 ド ッ ク

京都第一赤十字
病 院

18 人 549,490 円 4 人 83,870 円

京 都 桂 病 院 125 人 3,507,680 円 29 人 1,266,930 円

済生会京都府病院 48 人 1,434,870 円 30 人 902,580 円

京都工場保健会 29 人 826,020 円 5 人 152,880 円

御池クリニック 92 人 2,752,010 円 48 人 1,150,840 円

四条烏丸クリニック 15 人 441,090 円 3 人 61,260 円

大和健診センター 7 人 196,340 円 13 人 345,280 円

5 人

蘇生会総合病院 17 人 456,320 円 11

人 1,054,640

人 221,090 円

新 河 端 病 院 19 人 495,640 円

114,240 円

108,500 円

三 菱 京 都 病 院 97 人 3,012,770 円 48

円 211

円

武田病院グループ 16 人 481,180 円 5 人

人 5,761,980 円

　年２回(２月、３月)

　延べ　　11,530　世帯　　　　　　　レセプト枚数　　　189,061　枚

　先発医薬品から後発品に切り替えることにより、月300円以上の自己負担額の軽減が見込まれる
40歳以上の被保険者に後発医薬品差額通知を送付した。

計 495 人 14,503,660

　年３回(８月、９月、10月)   延べ　859件

　前立腺がん検診（医療保険課・健康推進課）

　国民健康保険に加入する55歳以上の男性を対象に前立腺がん検診を実施した。

　受診者数　　899人

　年度途中に本市国保に加入し、前保険者による特定健診を受けていない方に対して、７月４日から

10月31日までの間、個別医療機関において健康診査を実施した。内容は、特定健康診査に準じたもの

とした。

受診者数 メタボ基準該当 メタボ予備群 その他

37 人52 人 12 人 3 人
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５保健事業費　２特定健康診査等事業費　１特定健康診査等事業費

① 特定健康診査等事業費（医療保険課・健康推進課）

７月、８月

６月、７月

合計

人

人 210 人

　特定健康診査は、乙訓実施医療機関で行う「医療機関方式」と委託医療機関で行う「人間ドック方

式」の２方法で実施した。医療機関方式は７月１日から10月31日までを実施期間とし、対象者には事

前に受診券等を送付した。

1

対象外

積極的支援

集団保健指導 個別相談 訪問

16 118

「向日市国民健康保険特定健康診査等実施計画」に基づき、40歳から74歳までの方を対象に特定健康診

査及び特定保健指導を実施した。

医療機関方式の結果

１　特定健康診査

受診者
保健指導区分 メタボリックシンドローム判定の有無

積極的支援 動機付け支援 判定不能 非該当 判定不能

人3,472 人 人人

メタボ予備群メタボ基準

72 人 265 人 3,134 人

対象外 メタボ予備群判定不能 メタボ基準

1 人702 人 2,370

495 人 人 34 人 人449 人 47

人

動機付け支援 182 人

３　特定保健指導

人 4 人 79

制度の周知・啓発

(2) 本年度特定保健指導初回支援

　  特定健康診査受診者の中から、特定保健指導が必要と判定された方を対象に、保健師及び管理

  栄養士による特定保健指導を実施した。

　  保健センターで集団保健指導を２回シリーズで２クール、個別相談、訪問等により実施した。

　  当該年度中に初回支援を終了した方は次のとおりである。

(1) 前年度特定保健指導継続支援

　　前年度初回支援を行った特定保健指導対象者にアンケート、電話、訪問等を行い、継

　続支援を終了した方は次のとおりである。

種　　別 継続支援終了者

積極的支援 30

人

2 人

動機付け支援

14 人 24 人 40

76 人

電話勧奨

訪問勧奨

ハガキ送付 ８月、９月

４０歳代の対象者

受診歴がある者 健診や医療機関への受診勧奨

受診勧奨未受診者

２　特定健康診査受診勧奨

　受診率の向上を図るため、以下の取組みを行った。

実施期間取組内容 対象者

人

動機付け支援 非該当 判定不能

399

内容

4365

メタボリックシンドローム判定の有無保健指導区分

人間ドック方式の結果

人

積極的支援
受診者

8
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種　　別

５　高血圧重症化予防

未治療者・治療中断者への受診勧奨

ハイリスク者へ栄養指導

　高血圧が重症化するのを予防するため、特定健康診査の結果から重症高血圧の未治療者・治療中断

者に受診勧奨を家庭訪問において実施した。

訪問者数 3 人

人

実施者数

85 人

34

４　糖尿病性腎症重症化予防

　糖尿病性腎症が重症化するのを予防するため、特定健康診査の結果から、糖尿病未治療、治療中断

者への受診勧奨、ハイリスク者への栄養指導を家庭訪問において実施した。

利用者数

株式会社B-Wellコーポレーション　カーブスドラッグユタカ東向日 2 人

(3) 生活習慣病改善に向けた産官地域連携事業

　　特定健康診査受診者の中から、特定保健指導が必要と判定された方を対象に、連携協定を結んだ

　フィットネス事業者でのフィットネスの体験利用事業を令和元年度から実施した。

　　当該年度中の体験利用者は次のとおりである。

フィットネスクラブ　ピノス 6 人

株式会社オージースポーツ　ゆめパレアむこう 4 人
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